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支給決定、利用者負担等の部
　（このテキストは、平成22年３月時点における支給決定及び利用者負担事務等の内容をもとに作成しています。平成22年４月改定対応）
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１　利用までの基本的流れ及びサービス体系
(1)　基本的な制度の仕組み

　　①　障害福祉サービスの利用（介護給付費、訓練等給付費（以下、「介護給付費等」という。）の支給）を希望する障がい者又は障がい児の保護者（以下、「障がい者等」という。）は、必要に応じて適切なサービスの利用のための相談支援を市町村や相談支援事業者から受け、市町村に対して支給申請します。

　　②　市町村は、障害程度区分の認定や支給決定に係る手続きを行うため、市町村職員や相談支援事業者の認定調査員により、障がい者等の心身の状況、その置かれている環境等の調査を行い、市町村審査会の意見に基づき、障害程度区分の判定を行います（訓練等給付費の場合には、障害程度区分の判定はしません）。

　　③　市町村は、市町村審査会の審査判定の結果、障がい者等のサービス利用に関する意向等を勘案して支給決定します。

　　④　介護給付費等の支給決定を受けた障がい者等は、県の指定を受けた障害福祉サービス事業者又は障害者支援施設（基準該当事業所の場合は、市町村の指定を受けた基準該当障害福祉サービス事業者）との契約により、障害福祉サービスを利用します。

　　⑤　障害福祉サービスを利用したときは、

　　　・利用者は、指定事業者又は施設に対し、障害福祉サービスの利用に要する費用のうち、原則１割の利用者負担額を支払います。

　　　・市町村は、障害福祉サービスの利用に要する費用の全体額から利用者負担額を控除した額を介護給付費等として支給します（ただし、当該介護給付費等を指定事業者又は施設が代理受領する方式を採用します）。
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(2)　サービス体系について
	サービス種別
	サービス名
	対象者

	（介護給付）

生活介護
	入浴、排せつ、及び食事等の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他必要な援助を要する障がい者であって、常時介護を要するものにつき、主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生活上の支援、援助等を行う。
	・障害程度区分３（障害者支援施設に入所する場合は区分４）以上である者

[image: image6.emf]障害児の支給決定について

支 給 申 請

概 況 調 査

児童福祉法６３条

の４の規定に基

づき児童相談所

長から市町村長

が通知を受けた

場合

①＋１２項目による調査

１０６項目の認定調査

勘案事項調査項目（○日中活動 ○介護者 ○居住など）

支 給 決 定

障害者の支給決定

プロセスへ

サービスの利用意向聴取

②行動援護

必要に応じ児童相談所等の意見聴取

③重度障害者等包括支援

市町村審査会の意見

④重度訪問介護

①居宅介護、短期入所、

児童デイサービス

５領域１０項目の調査

・年齢が50歳以上の場合は、障害程度区分が区分２（障害者支援施設に入所する場合は区分３）以上である者


	サービス種別
	サービス名
	対象者

	（介護給付）

児童デイサービス
	　障がい児につき、知的障害児施設、肢体不自由児施設、等に通わせ、日常生活における基本的な動作の指導及び集団生活への適応訓練を行う。
	療育の観点から、個別療育、集団療育を行う必要が認められる児童。

（例）

・市町村等が行う乳幼児健診等で療育の必要性が認められる児童

・児童相談所、保健所、医療機関等から療育の必要性を認められた児童

	（介護給付）

短期入所
	　居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設、児童福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がい者等につき、短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事等の介護を行う。
	・障害程度区分１以上である障がい者

・障がい児にあっては、障がい児の障害の程度に応じて厚生労働大臣が定める区分における区分１以上に該当する場合

	（介護給付）

共同生活介護
	　共同生活を営むべき住居に入居している障がい者につき、主として夜間において、共同生活を営むべき住居（共同生活住居という。以下同じ。）において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、生活等に関する相談及び助言、就労先等との連絡及び日常生活上の世話を行う。
	・障害程度区分が２以上である障がい者。ただし、身体障がい者にあっては、65歳未満又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス等を利用したことがある者に限る（平成21年10月１日以降）。

	（介護給付）

施設入所支援
	　主として夜間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、日常生活上の支援を行う。
	・生活介護を受ける者は、区分４（50歳以上は区分３）以上。

・自立訓練又は就労移行支援を受けている者であって、入所させながら訓練等を実施することが必要かつ効果的であると認められるもの又は地域によって障害福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得ない事情により、通所によって訓練等を受けるものが困難なもの。

（特定旧法指定施設から移行する場合にあっては、平成24年３月31日までに限り、就労継続支援Ａ型及びＢ型についてもサービス提供できる）

	（訓練等給付）

機能訓練
	　身体障がいを有する障がい者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、又は当該障がい者の居宅を訪問して行う理学療法又は作業療法等のリハビリテーション、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。

【標準利用期間】

　１年６ヶ月（頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある場合は、３年間）
	　地域生活を営むうえで、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な身体障がい者。

（例）

・入所施設等を退所した者であって、地域生活への移行等を図る上で、身体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・回復等の支援が必要な者

・盲・ろう等の特別支援学校を卒業した者であって、地域生活を営むうえで身体機能の維持・回復などの支援が必要な者

	サービス種別
	サービス名
	対象者

	（訓練等給付）

生活訓練
	　知的障がい又は精神障がいを有する障がい者につき、障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくは障害福祉サービス事業所において、又は障がい者の居宅を訪問して行う入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他必要な援助を行う。

　【標準利用期間】

　２年間（長期入院又は入所していた者にあっては、３年間）
	　地域生活を営むうえで、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な知的障がい者、精神障がい者。

（例）

・入所施設等を退所した者であって、地域生活への移行等を図る上で、生活能力の維持・向上などの支援が必要な者

・特別支援学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者等であって、地域生活を営むうえで生活能力の維持・向上等の支援が必要な者。

	（訓練等給付）

宿泊型自立訓練
	　知的障がい又は精神障がいを有する障がい者につき、居室その他の設備を利用させるとともに、家事等の日常生活能力を向上させるための支援、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。
【標準利用期間】　２年間
	上記生活訓練の対象者に該当する者のうち、日中、一般就労や障害福祉サービスを利用している者等であって、地域移行に向けて一定期間、居住の場を提供して帰宅後における生活能力などの維持向上を行う必要がある者。

	（訓練等給付）

就労移行支援
	　就労を希望する65歳未満の障がい者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者につき、生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相談その他必要な支援を行う。
【標準利用期間】　２年間
	・就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及び技術の習得若しくは就労先の紹介その他支援が必要が65歳未満の者

	（訓練等給付）

就労継続支援Ａ型
	　通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者のうち、適切な支援により雇用契約等に基づき就労する者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等の支援を行う。
	・企業等に就労することが困難な者であって、雇用契約に基づき、継続的に就労することが可能な65歳未満の者（利用開始時65歳未満の者）。

（例）

・就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者

・特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった者

・企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者

	
	　障がい者によっては直ちに雇用契約を結ぶことは難しいが、将来的には雇用関係へ移行することが期待できる者も多いことから、次により雇用によらない者の利用を可能とし、雇用関係への移行を進める。

①　雇用契約を締結する利用者に係る利用定員の数が10人以上。

②　雇用契約を締結していない利用者に係る利用定員の数が、雇用による利用者に係る利用定員のの半数未満であること（ただし、当該利用者は10人を超えることができない）。

③　雇用契約を締結する利用者と雇用契約を締結しない利用者の作業場所及び作業内容を明確に区分すること。

	サービス種別
	サービス名
	対象者

	（訓練等給付）

就労継続支援Ｂ型
	　通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者のうち、通常の事業所に雇用されていた障がい者であってその年齢、心身の状態その他の事情により引続き当該事業所に雇用されることが困難となった者、就労移行支援によっても通常の事業所に雇用されるに至らなかった者、その他通常の事業所に雇用されることが困難な者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う。


	　就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者などであって、就労の機会等を通じ、生産活動に係る知識及び能力の向上や維持が期待される者。

（例）

・就労経験のある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者。

・就労移行支援を利用した結果、Ｂ型の利用が適当と判断された者。

・上記に該当しない者であって、50歳に達している者又は障害基礎年金１級受給者

・上記のほか、地域に一般就労の場やＡ型の事業所による雇用の場が乏しく雇用されていること又は就労移行支援事業者が少なく利用することが困難と市町村が判断した者（Ｈ24.3.31までの経過措置）。

	（訓練等給付）

共同生活援助
	　地域で共同生活を営むのに支障のない障がい者につき、主として夜間において、共同生活住居において相談その他日常生活上の援助を行う。
	区分１以下に該当する者。なお、区分２以上の者であっても、あえて共同生活援助を希望する場合には、共同生活援助の利用が可能。なお、身体障がい者にあっては、65歳未満又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス等を利用したことがある者に限る（平成21年10月１日以降）。


２　支給決定事務について
　(1)　支給決定の趣旨及び実施主体

　　　○　支給決定は、障がい者又は障がい児の保護者から申請された種類の障害福祉サービスの利用について、介護給付費等で助成することの要否を判断するものです（特定の事業者又は施設からサービス提供を受けるべき旨の決定を行うものではありません）。

　　　○　支給決定は、原則として、申請者である障がい者又は障がい児の保護者の居住地の市町村（居住地を有していない又は不明の場合は、原住地の市町村）が行います。

ただし、施設等所在地の市町村の支給決定事務及び費用負担が過大とならないよう、一定の施設等の入所・入居者については、入所等を行う前に居住地を有していた市町村を支給決定の主体とします（居住地特例）。この場合には、対象となる施設だけではなく、障がい者が利用する通所サービスや補装具費等についても、入所等をする前の居住地市町村が実施主体となります。

　　　　　【居住地特例の施設（新体系のみ記載）】

　　　　　・障害者支援施設

　　　　　・療養介護行う病院

　　　　　・共同生活介護及び共同生活援助を行う共同生活住居（当分の間の経過措置）

　　　　　・宿泊型自立訓練

　　　　　・継続的短期滞在型生活訓練

　(2)　支給決定の対象となる障がい者等について
　　　①　身体障がい者等

　　　　　身体障害者手帳所持者（18歳以上の場合は必須要件）。身体障害者手帳を有していない身体障がい児

の場合は、市町村が対象となる障がいを有するか否かを確認しますが、できる限り身体障害者手帳の取

得を勧奨します。

　　　②　知的障がい者等

　　　　　療育手帳所持者。療育手帳を有していない場合には、市町村が岩手県福祉総合相談センター（18歳未

満の場合には児童相談所）に意見を求めて確認しますが、できる限り療育手帳の取得を勧奨します。

　　　③　精神障がい者等

　　　　　精神障害者保健福祉手帳、精神障がいを事由とする年金を現に受給していることを証する書類（国民

年金、厚生年金などの年金証書等）、自立支援医療受給者証、医師の診断書等により、市町村が対象の有

無を確認します。

　　　※　知的障がい及び精神障がいの場合にあっては、手帳所持をサービス提供の要件としていません。発達

障がいや高次脳機能障がいであっても、知的障がい・精神障がいとしての要件に合致すれば、サービス

提供の対象となります。
　(3)　支給決定の流れについて
　　①　申請

　　　　障害福祉サービスの利用について、障がい者又は障がい

　　　児の保護者は、市町村に対して支給申請を行う。

　　②　障害程度区分認定調査

　　　　市町村の認定調査員が、申請のあった本人及び保護者

　　　と面接のうえ、認定調査を行う。

　　③　概況調査

　　　　認定調査と併せて、本人及び家族等の状況や、

　　　現在のサービス内容や家族からの介護状況等を

　　　調査する。

　　④　一次判定（介護給付のみ）

　　　　市町村は、認定調査結果をもとに、コンピュー

　　　ターによる一次判定を行う。

　　⑤　医師意見書との調整（介護給付のみ）

　　　　市町村は、一次判定結果と医師意見書と突合

　　　を行うとともに、二次判定に備える。

　　⑥　二次判定（介護給付のみ）

　　　　市町村は、一次判定結果、概況調査、医師意見

　　　書を揃え、市町村審査会に判定を依頼する。

　　⑦　障害程度区分の認定（介護給付のみ）

　　　　市町村審査会の審査判定結果を踏まえ、障害程度区分の認定を

　　　行う。

　　⑧　サービス利用意向の聴取

　　　　市町村は、支給決定を行うため、申請者から障害福祉サー

　　　ビスの利用意向を聴取する。

　　⑨　支給決定案の作成

　　　　市町村は、障害程度区分やサービス利用意向聴取の結果

　　　を踏まえて、市町村が定める支給決定基準に基づき、支給

　　　決定案を策定する。

　　⑩　暫定支給決定（訓練等給付のうち、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援Ａ型のみ）

　　　　障がい者本人の希望を尊重し、その有する能力及び適性に応じ、より適切なサービス利用を図る観点から、利用を希望する事業について、

　　　　ア　当該事業の継続利用についての利用者の最終的な意向の確認

　　　　イ　当該事業の利用が適切かどうかの客観的な判断を行うための期間を設定した支給決定を行う。

　　　　　暫定支給決定期間は、２ヶ月以内。

　　⑪　市町村審査会の意見聴取

　　　　市町村は、作成した支給決定案が市町村が定める支給決定基準と乖離するときは、市町村審査会に意見を求めることができる。

　　⑫　支給決定

　　　　市町村は、支給決定の勘案事項、審査会の意見等の内容を踏まえて、支給決定を行う。

　(4)　障害程度区分認定について
　　①　調査項目

　　　　介護保険の要介護認定調査項目（79項目）に、「ア　多動やこだわりなど行動面に関する項目」、「イ　話がまとまらない、働きかけに応じず動かないでいるなど精神面に関する項目」及び「ウ　調理や買い物のができるかどうかなど日常生活面に関する項目」などの27項目を追加した106項目です。

　　②　障害程度区分の基準

　　　　障害程度区分は、調査結果をもとに、１日当たりの介護、家事援助等の支援に要する時間を一定の方法により推計した『障害程度区分基準時間』の程度により分類されます。

	区分１
	障害程度区分基準時間が25分以上32分未満の状態又はこれに相当すると認められる状態

	区分２
	障害程度区分基準時間が32分以上50分未満の状態又はこれに相当すると認められる状態

	区分３
	障害程度区分基準時間が50分以上70分未満の状態又はこれに相当すると認められる状態

	区分４
	障害程度区分基準時間が70分以上90分未満の状態又はこれに相当すると認められる状態

	区分５
	障害程度区分基準時間が90分以上110分未満の状態又はこれに相当すると認められる状態

	区分６
	障害程度区分基準時間が110分以上である状態又はこれに相当すると認められる状態


　　　　※　これに相当すると認められる状態とは、

　　　　　ア　上記の区分毎に定める時間の範囲である状態

　　　　　イ　アに定める時間の範囲にないが、認定調査のうち行動障がいの頻度及び手段的日常生活動作（IADL）に係る支援の必要性に関する項目の結果を勘案して、アの状態に相当すると認められる状態

　　　　　ウ　認定調査の結果、特記事項及び医師意見書を勘案して、イの状態に相当すると認められる状態

　　③　障害程度区分の判定プロセス

　　　【プロセス】

　　　　プロセスⅠ…79項目（要介護認定調査項目）に関する判定（一次判定）障害程度区分基準時間を算出

　　　　プロセスⅡ…IADLスコア及び行動障害スコア(行動障害スコアは、プロセスⅠで非該当の場合のみ考慮)による区分変更による判定（一次判定）

　　　　プロセスⅢ…障害程度区分基準時間、認定調査の結果、特記事項及び医師意見書を勘案して行われる二次判定

　　　【項目群】

　　　　Ａ項目群・・・障害程度区分基準時間の区分に関連する項目　　　　　　　　　　　　７９項目

Ｂ１項目群・・・調理や買い物ができるかどうかなどのIADLに関する項目　　　　　　 ７項目

Ｂ２項目群・・・多動やこだわりなど行動障害に関する項目　　　　　　　　　　　　　９項目

Ｃ項目群・・・

　　　　　　①話がまとまらない、働きかけに応じず動かないなど精神面に関する項目　　　　　８項目

　　　　　　②言語以外の手段を用いた説明理解などｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに関する項目 　  　　　　　　　２項目

　　　　③文字の視覚的認識使用に関する項目　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 　１項目

　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　 　　　　　　　　　　　合計１１項目




　　④　市町村審査会での検討
　　　　市町村審査会では、一次判定結果をもとに、特記事項及び医師意見書を比較検討し、一次判定結果に比べてより長い（短い）時間の介護を要すると判断される場合には、一次判定の結果を変更して、二次判定結果とします。

　　　　ただし次の場合には、一次判定の結果を二次判定で変更できないこととされています。



　　⑤　障害程度区分の認定期間
　　　○　障害程度区分の認定期間は、３年間を基本とし、障がい者の心身の状況から状態が変動しやすいと考えられる場合等においては、審査会の意見に基づき、３ヶ月以上３年未満の範囲で有効期間を短縮できます。
　　　○　障害程度区分の認定の有効期間の開始日は、原則として認定日とします。ただし、支給決定の有効期間の開始日とすることも可能です（例：平成22年４月１日前の認定を、平成22年４月１日とする）。

　(5)　支給決定の勘案事項
　　　　市町村は、障がい者の障害程度区分又は障がいの種類及び程度、当該障がい者の介護を行う者の状況等を勘案して支給決定することとなります。

　　　【勘案事項】

ア　障害程度区分又は障害の種類及びその程度その他の心身の状況
イ　介護を行う者の状況
ウ　介護給付費等の受給状況
　　　エ　障害児施設の利用状況
　　　オ　介護保険給付に係る居宅サービスの利用状況

カ　他の保健医療サービス又は福祉サービス等の利用状況
キ　障害福祉サービスの利用に関する意向の具体的内容
当該障がい者等が受けようとするサービスの内容、利用目的等、具体的にどのような利用の意向があるのかを勘案して介護給付費等の支給決定を行います。その際、社会参加の意欲を含め、本人がどのような生活をしていきたいのかを十分考慮する必要があります。
　　ク　当該障がい者等の置かれている環境
　　　ケ　当該申請に係る障害福祉サービスの提供体制の整備状況
介護給付費等の支給決定を行うにあたっては、実際に当該障がい者等が当該障害福祉サービスを利用できる見込みがあることが必要ですので、本事項を勘案することとします。利用の見込みは、障がい者等からの利用予定事業者・施設の聴き取りのほか、障がい者又は障がい児の保護者からの求めに応じ、あっせん・調整、要請を行うなどにより判断することとなります。

当該障がい者が入所を希望する施設に空き定員がないなど、サービス利用の見込みが当面ない場合にあっては、すぐに不支給の決定をするのではなく、申請を受理したまま、入所調整を継続することとなります。
　(6)　介護保険制度との関係
　　　　介護保険の被保険者である65歳以上の障がい者が要介護状態又は要支援状態となった場合（40歳以上65歳未満の者の場合には、その要介護状態又は要支援状態の原因である身体上又は精神上の障がいが加齢に伴って生ずる心身上の変化に起因する特定疾患によって生じた場合）には、介護保険法の保険給付を受けることができます。この場合には、介護保険法に基づく保険給付が優先的に適用されます。

　　　　しかし、障がい者が同様のサービスを希望する場合でも、心身の状況やサービス利用を必要とする理由は多様であることから、市町村において申請に係る障害福祉サービスの利用に関する具体的な内容を把握したうえで、介護保険サービスにより受けることが可能か否か判断することとなります。
　　　　なお、介護保険サービスには相当するものがない障害福祉サービス固有のもの（生活訓練、就労移行支援、就労継続支援）については、障害福祉サービスを支給することとなります。

　　　　おって、障害者支援施設に入所して生活介護サービスを受ける障がい者にあっては、介護保険の被保険者とはなりません。
　(7)　同時に支給決定できるサービスの組み合わせ
　　　　原則として、報酬が重複しない利用形態の場合には、市町村が支給決定時にその必要性について適切に判断して、併給する場合があります。ただし、次の点に注意が必要です。

　　　①　障害者支援施設において施設入所支援を受ける障がい者については、施設入所支援以外の日中活動サービスの支給決定を併せて行いますが、当該日中活動サービス以外の障害福祉サービスについては、原則として利用することができません。ただし、入所者が一時帰宅する場合において、市町村が特に必要と認める場合であって、施設入所に係る報酬が全く算定されない期間中に限り、訪問系サービスについて支給決定できます。

　　　②　共同生活介護及び共同生活援助に係る共同生活住居に入居する者は、原則として、入居中は居宅介護及び重度訪問介護を利用することはできません。

ただし、入居者が一時帰宅する場合において、市町村が特に必要と認める場合であって、共同生活住居の利用に係る報酬が全く算定されない期間中に限り、居宅介護又は重度訪問介護の支給決定は可能です（障害程度区分が適合している場合に限る）。

　　　　　なお、居宅介護利用型の共同生活介護の支給決定を受けている場合には、改めて居宅介護又は重度訪問介護の支給決定は必要ありません。

　　　③　施設入所者又は共同生活住居に入所（入居）する者は、入所（入居）中は原則として短期入所は利用できません。

ただし、入所（入居）者が、一時帰宅中において、短期入所が必要な事情が生じた場合には、帰宅先における介護者の一時的な事情により必要な介護を受けることが困難で、かつ帰宅先と入所施設又は共同生活住居とが遠隔地であるため直ちに入所施設又は共同生活住居に戻ることが困難である場合であり、加えて施設入所支援等の報酬（帰宅時支援加算を除く）が算定されない期間においては、市町村が特に必要と認める場合に限り、支給決定を行うことが可能です。

　　　④　日中活動サービスについては、障がい者の効果的な支援を行う上で市町村が特に必要と認める場合には、複数の日中活動サービスを組み合わせて支給決定することができます。

　　　　　ただし、日中活動サービスに係る報酬は一日単位で算定されることから、同一日に複数の日中活動サービスを利用することはできません。

　　　　　なお、市町村が日中活動サービスの利用と併せて宿泊型自立訓練が特に必要と認めた場合は除きます。

　(8)　暫定支給決定について
　　　　訓練等給付のうち、機能訓練、生活訓練、就労移行支援及び就労継続支援Ａ型にあっては、①当該事業の継続利用についての利用者の最終的な意向確認、②当該事業の利用が適切かどうかの客観的な判断を行うため、暫定支給決定を行います。

　　　　（※就労継続支援Ｂ型、基準該当自立訓練（機能訓練・生活訓練）にあっては、対象外です）

　　　①　暫定支給決定の期間

　　　　　２ヶ月以内の範囲で市町村が個別のケースに応じて設定します。

　　　②　暫定支給決定時の対応

ア　事業者は、暫定支給決定を受けた利用者と利用契約をしたときは、利用者のアセスメントを行って、暫定支給決定期間に係る適切な個別支援計画を作成し、当該計画に基づき支援を実施します。

　　　　イ　事業者は、暫定支給決定期間内に実施した利用者のアセスメント内容並びに個別支援計画、当該計画に基づく支援実績及びその評価結果をとりまとめ、市町村が定める日までに市町村に提出します。

ウ　暫定支給決定期間経過後、利用者が引き続きサービスの継続を希望する場合、市町村は、事業者から提出のあったイの書類に基づき（必要に応じて聴き取りを行う。）、サービスを継続することによる改善（維持を含む）効果が見込まれるか否かを判断します。この場合、改善効果が見込まれないと判定された場合には、市町村、事業者及び利用者（必要に応じて家族等関係者の参加を求める。）による連絡調整会議を開催し、利用者にその旨を説明するとともに、今後のサービス利用について調整を行います（改善効果が見込まれる場合は不要）。

エ　ウにおいて市町村がサービスを継続することによる改善（維持を含む）効果が見込まれると判断できる場合には、個別支援計画に基づく本来的な訓練に移行します。
オ　本来的な訓練に当たっては、事業者は、暫定支給決定期間中のアセスメント結果等に基づき、標準利用期間（暫定支給決定期間を含む。）の範囲内で、適切なサービス提供期間を設定し、これを踏まえて作成した個別支援計画を利用者へ交付します。
　　　③　暫定支給決定の方法
　　　　　暫定支給決定が必要な場合、市町村は、次のア又はイのいずれかの方法により行います。

ア　暫定支給決定期間のみの支給決定を行う方法

(ｱ)　市町村は、２か月間を支給決定期間の上限として暫定支給決定を行います。

(ｲ)　暫定支給決定期間の満了日までに本支給決定の要否が決定できるよう、市町村は、期日を定めて支給決定障がい者（利用者）が利用する事業者からアセスメント結果等の提出を受けます。

(ｳ)　利用者がサービス利用の継続を希望して支給申請をした場合、市町村は、暫定支給決定期間が満了するまでに、本支給決定の要否決定を行います。

　　　※　本支給決定を行う場合の有効期間は、暫定支給決定期間を含めて最長１年間（就労継続支援Ａ型の場合は３年間。暫定支給決定の有効期間の初日が月途中の場合は、１年間（３年間）に当該月の末日までの期間を加えた期間）となる（事業者のアセスメント結果等を踏まえて設定）。

イ　本支給決定期間を含む期間であらかじめ支給決定する方法

(ｱ)　暫定支給決定を行う場合は、概念上、暫定支給決定と本支給決定にプロセスを区分しているが、当初から暫定支給決定期間と本支給決定期間を含む通常の有効期間の支給決定を行い、事業者によるアセスメント等の結果、改善効果が見込まれないと判断される場合は、別に定める暫定支給決定期間内に支給決定を取り消す方法を採ることも差し支えありません。

　　(ｲ)　当該支給決定に当たっての手続きは、次のとおりとなります。

　①　支給決定の有効期間は、最長で１年間（就労継続支援Ａ型の場合は３年間。支給決定の有効期間の初日が月途中の場合は、１年間（３年間）に当該月の末日までの期間を加えた期間）とし、そのうち暫定支給決定期間は２か月以内で定めます。

②　支給決定通知に「支給決定期間のうち平成○年○月○日から平成○年○月○日までは暫定支給決定期間とする。」旨とともに、暫定支給決定期間中のアセスメントにより、サービス利用の継続による改善効果が見込まれない場合は支給決定を取り消すことがある旨を記載し、あらかじめ支給決定障がい者（必要に応じて家族及び関係者を含む。）に十分説明しておきます。

③　暫定支給決定期間の満了日までに支給決定の取消しの要否が決定できるよう、市町村は、期日を定めて支給決定障がい者（利用者）が利用する事業者からアセスメント結果等の提出を受けます。

④　利用者がサービス利用の継続を希望する場合、市町村は、暫定支給決定期間が満了するまでに、支給決定の取消しの要否を決定します。

⑤　上記②のウ（前ページ）により改善効果が見込まれないと判定されたときは、支給決定の有効期間があるがためにサービス利用が継続されることのないよう、連絡調整会議を経て、当該日から暫定支給決定期間の満了日までの間に当該サービスの利用を終了させ、支給決定の取消しを行います。

⑥　改善効果が見込まれる場合は、支給決定を取り消しせず、暫定支給決定期間経過後も引き続きサービス利用を継続します。その際、暫定支給決定期間経過後もサービス利用が可能である旨を事業者及び利用者に連絡します。
　　　④　注意点
　　　　ア　就労継続支援Ａ型のうち、雇用契約を締結する利用者については、まず暫定支給決定期間の雇用契約を締結し、期間終了後に改めて期間の定めのない雇用契約を締結することになります（利用希望者と暫定支給決定の初日から期間の定めのない雇用契約を締結し、その後暫定支給決定の結果利用できなくなった場合、事業者は当該利用希望者に解雇予告手当を払う義務が生じるためです）。

　　　　イ　利用者は、暫定支給決定期間経過後に、引き続き同一事業の暫定支給決定を受けることはできません。

　　　　ウ　利用者は、暫定支給決定期間経過後に、暫定支給決定期間中に利用した事業所以外の事業所を利用することができます。

　　　　エ　市町村は、暫定支給決定期間経過後、継続利用しないこととした者に関し、他の障害福祉サービスの利用等について、相談支援事業者や暫定支給決定期間中に利用していた福祉サービス事業者等と連携し、必要な調整を行う必要があります。
　(9)　支給量について
　　　　支給量を定める単位期間は、１ヶ月とされています。

　　　①　日中活動サービス（生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援、就労継続支援）

　　　　　各月の日数から８日を控除した日数（原則の日数）と定めます。ただし、日中活動サービスの事業運営上の理由から、「原則の日数」を超える支援が必要な場合には、県に届出ることにより、当該施設が特定する３ヶ月以上１年以内の期間において、利用日数の合計が「原則の日数」の総和の範囲内であれば、利用することができます。

　　　②　居住系サービス（施設入所支援、共同生活介護、共同生活援助、宿泊型自立訓練）

　　　　　各月の暦日数を支給量として定めます。ただし、共同生活介護及び共同生活援助における体験利用の場合には、各月の暦日数を上限として、必要な日数を定めます。

　　　③　短期入所

　　　　　一ヶ月当たりの利用必要日数を支給量として定めます。

　(10)　支給決定の有効期間
　　　　支給決定の有効期間は、原則として障害程度区分の有効期間（最長３年間）と同一期間となります。ただし、標準利用期間があるサービス（機能訓練、生活訓練、就労移行支援）に関しては、１年ごとに訓練継続の適否を評価することが適当とされていることから、支給決定の有効期間を最長１年間としています。また、短期入所や児童デイサービスについては、利用するサービス量が比較的短期間に変わりうるため、支給決定の有効期間を最長１年間としています。

	支給決定期間
	該当サービス

	３年間
	生活介護、施設入所支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型（ただし、支給決定時に50歳未満の場合は１年）、共同生活介護、共同生活援助

	１年間
	訪問系サービス、児童デイサービス、短期入所、機能訓練、生活訓練、就労移行支援


　　　

　　　　　

　　　　※　共同生活介護・共同生活援助において、体験利用を行う場合の上限は、年50日以内となります。

　　　　次に、受給者の管理上、一人の利用者について必要以上に異なる支給決定の有効期間（終期）が設定さ

れることは好ましくないこと、支給決定の更新時には、サービスの組み合わせの適否についても改めて評

価することが適当な場合があることから、運用上、次のサービスグループについては、原則として、それ

ぞれのグループごとに有効期間の終期を合わせることとされています。

　　　　①　居宅介護、重度訪問介護、行動援護、児童デイサービス及び短期入所

　　②　生活介護、旧法施設支援（通所）、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援

また、施設入所支援は、その他の施設障害福祉サービスに係る支給決定の有効期間を超えないこととされています（通常は同一の有効期間で支給決定）。




　(11)　支給決定の変更
　　　○　支給決定障がい者は、現に受けている支給決定に係る障害福祉サービスの支給量等を変更する必要があるときは、市町村に対して、支給決定の変更の申請を行うことができます。

　　　　（注意）

　　　　・障害福祉サービスの種類は、支給決定を障害福祉サービスの種類ごとに行うことから変更の対象とならず、利用するサービスの種類を変更する場合には、新たに利用するサービスについては新たな支給決定により、取りやめるサービスについては支給決定の取消しにより行います。

　　　　・障害程度区分の変更は、支給量の変更や新たなサービス種類の支給申請があった場合に、必要に応じて行うこととなります。

　　　○　支給決定の変更の申請を受けた市町村は、必要に応じて、当該障がい者の心身の状況、環境、介護を行う者の状況、保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況、障害福祉サービスの利用に関する意向の具体的内容を調査し、変更の要否及び変更後の支給量を決定します。

　　　○　変更後の支給量は、原則として変更の決定した日の属する月の翌日の初日から適用となります（ただし、緊急に支給量の変更が必要な場合には、市町村の判断により、変更の申請のあった月から適用することでも差し支えないとされています）。

　　　○　変更後の支給量が適用される期間は、変更に係る支給決定の有効期間の末日までです（支給決定の有効期間は変更されない）。

　(12)　支給決定の更新
　　　　支給決定の有効期間が終了した場合において、支給決定障がい者等が引き続き当該障害福祉サービスの利用を希望するときは、市町村は、支給決定障がい者等からの支給申請に基づき、勘案事項等を勘案した結果、サービスの利用継続の必要性が認められれば、改めて支給決定をすることができます。

　　　　なお、支給決定の更新に当たっては、以下のことに留意することとなっています。

①　障害程度区分との関係

　　　　介護給付費に係る支給決定については、障害程度区分の認定が必要であることから、支給決定の更新に当たっては、障害程度区分の有効期間の範囲内で行うか、改めて障害程度区分の認定をする必要があります。

　　

ア　障害程度区分の認定を要しない場合

　　　　　認定されている障害程度区分の有効期間の範囲内で支給決定の更新をすることができるときは、障害程度区分の有効期間の範囲内かつ当該障害福祉サービスに係る支給決定の有効期間（最長期間）の範囲内で支給決定の更新を行うことになります。

　　

イ　障害程度区分の認定の更新を行う場合

　　　(ｱ)　障害程度区分の有効期間と支給決定の有効期間の終期が同じ場合

障害程度区分の有効期間と同期間で支給決定を行っている場合など、障害程度区分の有効期間と支給決定の有効期間の終期が同じ場合は、支給決定の更新に際して改めて障害程度区分の認定が必要となるため、当初の支給決定手続と同様の手続により障害程度区分の認定を行います（当該認定を以下「障害程度区分の更新認定」という）。

この場合の障害程度区分の更新認定の有効期間の開始日は、原則として、更新前の障害程度区分の有効期間の満了日の翌日となります。

　　　(ｲ)　障害程度区分の有効期間と支給決定の有効期間の終期が異なる場合

障害程度区分の更新認定を要する場合は、障害程度区分の有効期間の終期と支給決定の有効期間の終期が一致しているのが通常ですが、障害程度区分の有効期間の範囲内で支給決定をし、又は更新した結果、障害程度区分の有効期間の残存期間があり、当該残存期間が支給決定の更新を行おうとする有効期間よりも著しく短い場合（３か月以下を目安）は、障害程度区分の更新認定ができます。

この場合の障害程度区分の更新認定の有効期間の開始日は、原則として、更新後の支給決定の有効期間の開始日と合わせることとされています。

②　支給決定の更新に係る利用期間の取扱い

　　　　自立訓練等有期限の訓練等給付に係る障害福祉サービスなど、以下に掲げる支給決定の更新に際しては、標準的な利用期間を念頭に置くほか、利用継続の必要性について十分な評価検討を行うこととされています。

　　　ア　自立訓練等の標準利用期間が設定されているサービス

　　自立訓練等の標準利用期間が設定されているサービスについては、サービスの長期化を回避するため、標準利用期間を設定するとともに、当初支給決定期間は１年間までとしています。この１年間の利用期間では、十分な成果が得られず、かつ、引き続きサービスを提供することによる改善効果が具体的に見込まれる場合には、標準利用期間の範囲内で、１年ごとに支給決定期間の更新が可能となっています。
なお、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新が可能とされています（原則１回）。

※標準利用期間

①自立訓練（機能訓練）

　　１年６か月間（頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある場合は、３年間）

　　　　　②自立訓練（生活訓練）

２年間（長期入院又は入所していた者については、３年間）

③就労移行支援

　２年間

イ　宿泊型自立訓練

利用期間は原則２年間とし、市町村は、利用開始から１年ごとに利用継続の必要性について確認し、支給決定の更新を行います。

なお、２年を超えて支給決定の更新を行おうとする場合には、市町村審査会の意見を聴くこととされています。
　　　　

　(13)　加算事項等の決定
　　　　　支給決定と併せて支給決定障がい者の状況により加算等の対象などについて併せて決定します（受給者証に記載されます）。これらの加算等に関しては、予め市町村の支給決定がなければいけません。

　①　介護給付費

　　ア　短期入所

　　　・障害児の単価区分の決定・・・区分１、区分２、区分３

　　　・医療型の確認

　　　　　　　①　充実した看護体制（報酬2,600単位）・・・　医療型（看護体制）

　　　　　　　②　療養介護対象者（報酬2,400単位）　・・・　医療型（療養介護）

　　　　　　　③　重症心身障害児（報酬2,400単位）　・・・　医療型（重心）

　　　　　　　④　遷延性意識障害者等、筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン系疾患を有する者

　　　　　　　　　（報酬1,400単位）　・・・　医療型（その他）

　　　　　　・重度障害者支援加算対象者・・・　重度支援

　　　　　イ　共同生活介護

　　　　　　　・経過的居宅介護利用型・・・経過的居宅介護利用型

　　　　　　　・重度障害者支援加算対象者・・・重度支援

　　　　　　　・自立生活支援加算対象者の承認

・・・自立支援（平成○年○月○日から平成○年○月○日まで）

　　　　　　　　　　※　支給決定時ではなく、当該加算対象事業所から提出された支給決定障害者の単身生活等への移行に向けた共同生活介護計画を承認した場合に随時記載する。

　　　　　　　・地域生活移行個別支援特別加算対象者

・・・地域生活移行特別支援（平成○年○月○日から平成○年○月○日まで）

ウ　施設入所支援

　　　　　　　・重度障害者支援加算対象者

　　　　　　　　①　医師意見書により特別な医療が必要とされる身体障害者（②を除く）・・・重度支援（身体・基本）

②　区分６かつ気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理が必要な者又は重症心身障害者・・・重度支援（身体・重度）

　　　　　　　　③　障害程度区分の認定調査項目のうち12項目の調査等の合計点数が15点以上である者・・・重度支援（知的）

　　　　②　訓練等給付費
　　　　　ア　機能訓練

　　　　　　・視覚障害者であることの確認（訪問）・・・視覚障害

　　　　　イ　生活訓練

　　　・精神障害者退院支援施設利用の承認・・・退院支援施設

　　　・継続的短期滞在型の承認・・・継続的短期滞在型

・地域生活移行個別支援特別加算対象者（宿泊型自立訓練）

・・・地域生活移行特別支援（平成○年○月○日から平成○年○月○日まで）
ウ　就労移行支援

　　　・精神障害者退院支援施設利用の承認・・・退院支援施設

エ　就労継続支援Ａ型

　・雇用契約を締結しない者の確認・・・雇用無

　・雇用契約を締結する者の確認・・・雇用有
オ　就労継続支援Ｂ型

　　　　　　・障害基礎年金１級受給者の確認・・・障害年金１級

　　　　　カ　共同生活援助

　　　　　　・自立生活支援加算対象者の承認

・・・自立支援（平成○年○月○日から平成○年○月○日まで）

　　　　　　　　　　※　支給決定時ではなく、当該加算対象事業所から提出された支給決定障害者の単身生活等への移行に向けた共同生活援助計画を承認した場合に随時記載する。

　　　　　　　・地域生活移行個別支援特別加算対象者

・・・地域生活移行特別支援（平成○年○月○日から平成○年○月○日まで）
　　　なお、食事提供体制加算に関しては、支給決定時に併せて該当有無を決定します。

　(14)　障害児の支給決定
居宅介護、児童デイサービス、短期入所の申請があった場合、障がいの種類や程度の把握のために、５領域１０項目の調査（別表１）を行った上で支給の要否及び支給量を決定します。

居宅介護のうち障害児に係る通院等介助（身体介護を伴う場合）の対象者については、５領域１０項目の調査を行った上で、障害者に係る通院等介助（身体介護を伴う場合）の判断基準に準じ、日常生活において身体介護が必要な障害児であって、かつ、通院等介助のサービス提供時において、「歩行」「移乗」「移動」「排尿」「排便」について介助が必要と想定されるかどうかによって、それぞれの実施主体が判断します。
　　なお、短期入所については、次のとおり単価区分を適用します。

※短期入所の単価区分

【区分３】　①～④の項目のうち「全介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「ある」が１項目以上

　　　　　【区分２】　①～④の項目のうち「全介助」若しくは「一部介助」が３項目以上又は⑤の項目のうち「ときどきある」が１項目以上

　　　【区分１】　区分１又は２に該当しない児童で、①～④の項目のうち「一部介助」又は「全介助」が１項目以上

　　　　　（※行動援護、重度訪問介護、重度障害者包括支援の支給決定に関しては、省略しています）



別表１　障害児の調査項目（５領域10項目）
	
	項　目
	区　分
	判断基準

	①
	食事
	・全介助　
・一部介助
	全面的に介助を要する。　
おかずを刻んでもらうなど一部介助を要する。

	②
	排せつ
	・全介助　
・一部介助
	全面的に介助を要する。
便器に座らせてもらうなど一部介助を要する。　

	③
	入浴
	・全介助　
・一部介助
	全面的に介助を要する。
身体を洗ってもらうなど一部介助を要する。

	④
	移動
	・全介助　
・一部介助
	全面的に介助を要する。
手を貸してもらうなど一部介助を要する。

	⑤
	行動障害および精神症状
	・ある
・ときどきある
	ほぼ毎日ある。
週１・２回程度以上ある。

(1) 強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動。

(2) 睡眠障害や食事・排せつに係る不適応行動。

(3) 自分を叩いたり傷つけたり他人を叩いたり蹴ったり、器物を壊したりする行為。

(4) 気分が憂鬱で悲観的になったり、時には思考力が低下する。

(5) 再三の手洗いや繰り返しの確認のため日常動作に時間がかかる。

(6) 他者と交流することの不安や緊張のため外出できない。

　　また、自室に閉じこもって何もしないでいる。


※　通常の発達において必要とされる介助等は除く。
３　利用者負担について
　(1)　利用者負担上限月額について（平成22年４月改定）
　　　　指定障害福祉サービスに係る利用者負担額は、介護給付費及び訓練等給付費に係る経費のうちの１割ですが、利用者及びその配偶者の所得状況等に照らして、次のとおり利用者負担上限額が定まっています。

　　　　なお、食費、光熱水費、家賃（共同生活住居）等は別途実費の負担が必要です。

	所得区分
	要　　　　　件
	負担上限月額

	生活保護
	生活保護法に基づく被保護者又は要保護者に該当する世帯
	０円

	低所得
	低所得１
	市町村民税世帯非課税者であって前年度の公的年金等の収入額の合計が80万円（障害基礎年金２級相当額）以下である者
	０円

	
	低所得２
	市町村民税世帯非課税者であって低所得１に属さない者
	

	一般１
	居宅生活する障害児（加齢児を除く）
	　市町村民税課税世帯に属する者のうち、左記に該当し、かつ市町村民税所得割額が16万円（障害児（加齢児を除く）及び20歳未満の施設入所者にあっては、28万円未満）の者
	４，６００円

	
	
	
	

	
	居宅生活する障害者（加齢児含む）及び20歳未満の施設入所者
	
	９，３００円

	一般２
	　市町村民税課税世帯に属する者のうち、一般１に該当しない者
	３７，２００円


※１　負担上限月額における世帯の範囲については、障がい者及び配偶者となります（ただし、生活保護の区分にあっては、生活保護受給世帯で考えます）。

　※２　低所得（低所得１・低所得２）における公的年金等には、所得税法に基づく合計所得金額及び公的年金の収入金額、障害基礎年金、障害厚生年金、特別障害給付金、特別障害者手当、障害児福祉手当等が含まれます。

※３　市町村民税世帯非課税者とは、その属する世帯の世帯主を含む全ての世帯員が障害福祉サービスを受ける日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより市町村民税を免除された者である世帯に属する者を指します。

　　　市町村は、原則として、施設入所者は毎年７月に、それ以外の方は年１回支給決定月に直近に把握した所

得状況に基づき、負担上限月額を認定します（ただし、平成22年４月については、制度改正に伴い当該月に

負担上限月額の見直しを行うこととしています）。
　　　※　医療型個別減免の説明は、省略します（療養介護又は医療型障害児施設が対象）。

　(2)　補足給付（特定障害者特別給付費）について
　　　　施設入所者の低所得者に係る食費・光熱水費の実費負担額を軽減するために支給するもので、施設が利用者に代わって代理受領します。補足給付の支給に当たっては、支給決定時に20歳以上の入所者については、手元に一定額が残るように行います。支給決定時に20歳未満の入所者については、地域で子どもを養育するための通常要する程度の負担となるように補足給付を支給することとされています。

　

　　①　支給決定時に20歳以上の入所者

　　　ア　対象者：生活保護、低所得（低所得１及び低所得２）

　　　イ　算定方法

【各経費の整理】

　　(ア)　障がい者の収入を次の３つに分類します。

　　Ⅰ特定目的収入：国、地方公共団体等から特定の目的に充てるために支給されるもの

　　　（例：市町村等から医療費の自己負担分として支給される手当、児童手当法により支給される児童手当等利用者本人の生活費以外の用途に充てることとされている金銭、生活保護法において収入として認定されないこととされている収入（心身障害者扶養共済給付金など））

　　Ⅱ－①就労収入：工賃等の就労により得た収入

　　Ⅱ－②年金等収入：公的年金等（厚生労働省令で定める給付も含む）、雇用保険による失業給付、健康保険の傷病手当等

　　Ⅲその他の収入：特定目的収入及び就労等収入以外の収入（例：親等からの仕送り）

　　次に、障がい者の必要経費として、課税額、社会保険料（65歳以上の施設入所者については、介護保険料を除きます）を認定します。

【算定方法】

①　対象者の月収の把握及び収入の種類の分類を行う。
Ⅰ特定目的収入、Ⅱ－①就労収入、Ⅱ－②年金等収入、Ⅲその他の収入のそれぞれを12で割ります。（月収の算定。端数については切り捨て）年収が不明の場合は、平均的な月収として考えられる額を認定します。
必要経費についても、年間分を12で割ります。（端数については切り捨て）
　②　月収から、必要経費を控除します。（認定月収額の算定）
①で算定した月収のうち、Ⅲその他の収入から必要経費を控除します。必要経費の額がその他の収入より多い場合は、控除した残りの額をⅡ－②年金等収入、Ⅱ－①就労収入の順に控除します。
※以下、額の算定において、就労収入については、それぞれ必要経費控除後の額とする。
③　就労収入控除額の算定
　　　就労収入控除額は、次の区分により算定した額となります。
　　ア　就労収入が２４，０００円以下の場合
　　　　　就労収入の額
　　イ　就労収入が２４，０００円を超える場合
　　　　２４，０００円＋（就労収入－２４，０００円）×３０％
　　　④　負担限度額及び補足給付額の算定
　　　　　負担限度額及び補足給付額は、次の区分により算定した額となります。
ア　認定月収額から就労収入控除額を控除して得た額が６６，６６７円以下の場合（ウを除く）
　　　　・負担限度額（月額）＝認定月収額－就労収入控除額－その他の生活費の額
　　（負担限度額が22,000円を下回る場合も、当該算定額とします（０円未満は０円とする）。

　・補足給付額（月額）＝58,000円－負担限度額（月額）

　・補足給付額（日額）＝補足給付額（月額）÷30.4（１円未満切り上げ）
※１　その他生活費が2.8万円の者は、障害基礎年金１級受給者、60～64歳の者、施設入所支援に併せて生活介護を利用する者を指します。

　　　　　　　※２　その他生活費が3.0万円の者は、65歳以上（施設入所支援に併せて生活介護を利用する者を除く）の者を指します。

　　　　　 ※３　その他生活費が2.5万円の者は、上記（※１）及び（※２）以外の者を指します。

イ　認定月収額から就労収入控除額を控除して得た額が６６，６６７円を超える場合（ウを除く）
　　　　・負担限度額（月額）＝（66,667円－その他生活費の額）＋（認定月収額－66,667円－就労収入控除額）×50％
　・補足給付額（月額）＝58,000円－負担限度額（月額）

　　　　・補足給付額（日額）＝補足給付額（月額）÷30.4（１円未満切り上げ）
　　　ウ　生活保護受給者の場合

　　　　・負担限度額（月額）＝０円

　　　　・補足給付額（月額）＝58,000円

　　　　・補足給付額（日額）＝1,908円


　　　なお、食費・光熱水費に係る実費負担額として、補足給付額を算定する際に計算した負担限度額以上に、

実費等負担に係る費用を事業者が利用者に徴収している場合には、補足給付は支給できません。

　　②　支給決定時の20歳未満の入所者

　　　ア　対象者：全ての所得区分

　　　イ　補足給付額
(ア)　生活保護世帯、低所得（低所得１・２）、一般１
・補足給付額（月額）＝25,000円*（その他生活費）＋15,000円**（定率負担相当額）＋58,000円－50,000円（地域で子どもを養育するのに通常要する費用）=48,000円
・補足給付額（日額）＝48,000÷30.4＝1,578.9=1,579円（１円未満切り上げ）
(イ)　一般２　
・補足給付額（月額）＝25,000円*＋定率負担額***＋58,000円－79,000円（地域で子どもを養育するの

に通常要する費用（所得階層ごと））
・補足給付額（日額）＝補足給付額（月額）÷３０．４（１円未満切り上げ）
* １８歳未満の場合は、教育費相当分として、25,000円に9,000円加算し、34,000円とする。
** 生活保護、低所得１、低所得２、一般（所得割２８万円未満）の世帯の定率負担相当額は日額単価に30.4を乗じたものの１割と15,000円を比べ、いずれか低い額とする。
*** 定率負担額については、当該利用者に係る単価／日×30.4×0.1により算出
　※　通所サービスや短期入所における食事提供にあっては、生活保護、低所得（低所得１・低所得２）、一般（所得割28万円未満。特定支給決定障害者の場合は16万円未満）を対象に、食事提供体制加算が算定されます（平成24年３月31日までの経過措置）。この場合には、食材料費のみ利用者から負担を求めることとなります。

　(3)　高額障害福祉サービス費等について
　　　　同一世帯に障害福祉サービス等を利用する者が複数いる場合に、世帯の軽減を図る観点から、償還払い方式により、世帯における利用者負担を負担上限月額まで軽減するものです。償還払いは、利用者の申請を受けて市町村（障害児施設の場合は県）が支給します（事業者・施設には交付されません）。

①　支給額
　　　ア　世帯における利用者負担額が、高額障害福祉サービス費算定基準額又は高額障害児施設給付費算定基準額（③ア又はイの額。以下「基準額」という。）を超える場合に、高額障害福祉サービス費又は高額障害児施設給付費（以下「高額障害福祉サービス費等」という。）を支給します（世帯での負担額が基準額を超えないように支給します）。
　　　イ　一人当たりの支給額
　　　　・一人当たり支給額　・・・（利用者負担世帯合算額（世帯全体の②ア～ウの合計額）－基準額（③ア・イの額））×支給決定障害者等按分率
 　　　　　　　　　　（端数が生じた場合は世帯での負担額が基準額と同額になるよう、適宜割り振って端数を処理するものとする）

　　　　・支給決定障害者等按分率＝支給決定障害者等利用者負担合算額（一人当たりの②ア～ウの負担額）／利用者負担世帯合算額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（支給決定障害者等按分率を算定する際には、端数処理しない）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②　合算の対象とする費用
　　　　同一世帯に属する者が同一の月に受けたサービスによりかかるア～ウの負担額を合算する。
　　　ア　障害者自立支援法に基づく介護給付費等に係る定率負担額（介護給付費、訓練等給付費）
　　　イ　介護保険の利用者負担額（高額介護サービス費・高額介護予防サービス費により償還された費用を除く。）ただし、同一人が障害福祉サービス等を併用している場合に限る。
　　　ウ　児童福祉法に基づく障害児施設給付費に係る定率負担額

③　高額障害福祉サービス費等算定基準額
ア　市町村民税課税世帯に属する者（一般１・２）　　　　　　　　　　　　　　・・・３７，２００円
イ　市町村民税非課税世帯に属する者（低所得（低所得１・２）及び生活保護世帯・・・・・・・・０円

　※　平成22年４月から、低所得者（市町村民税非課税世帯に属する者）の負担上限月額及び高額障害サービス費算定基準額が０円となることに伴い、低所得者については、基準該当障害福祉サービスを受けた場合にのみ、高額障害福祉サービス費が支給されることになる。

＜具体例＞
一般２世帯で、それぞれ障害福祉サービスを利用しているＡ、Ｂが、それぞれ上限額の３７，２００円まで利用している場合



　　（判定）利用者負担世帯合算額が基準額を上回る場合、給付の対象となります。
利用者負担世帯合算額
　・・37,200円＋37,200円＝74,400円＞37,200円
→Ａ、Ｂともに高額障害福祉サービス費の対象
　　（算定）高額障害福祉サービス費はそれぞれの対象者毎に算定します。
　　　Ａの高額障害福祉サービス費
　　　（利用者負担世帯合算額－基準額）×支給決定障害者等按分率＝当該者の高額障害福祉サービス費
　　　（74,400円－37,200円）×37,200円/74,400円＝18,600円
　　　Ｂの高額障害福祉サービス費
　　　（74,400円－37,200円）×37,200円/74,400円＝18,600円
【注意：介護保険サービスとの合算】

　　　住民基本台帳上の同一世帯に、介護保険の利用者がいる場合、その利用者負担額について、その者が障害福祉サービス等を併用している場合に限り、合算対象とします。

　　　なお、合算する介護保険のサービスの利用者負担は高額介護サービス費・高額介護予防サービス費、高額医療合算介護サービス費により償還されたものは除きます。

＜具体例１＞
一般２世帯で、障害福祉サービスと介護保険を利用するＡと介護保険のみ利用するＢがいる場合。

	一般２の世帯の場合
	Ａ
	Ｂ

	介護保険の利用者負担
	３５，０００円

　⇒２６，０４０円

※高額介護サービス費による償還後負担額
	１５，０００円

　⇒１１，１６０円

※高額介護サービス費による償還後負担額

	障害福祉サービス費の利用者負担
	３７，２００円
	

	高額障害福祉サービス費の利用者負担
	３７，２００円
	（介護保険のみのため合算対象外）


　　○　具体的な計算方法

　　　　Ｂは介護保険のみ利用しているため、高額障害福祉サービス費の対象外です。

　　　　Ａは、障害福祉サービスと介護保険サービスの双方を利用しているため、高額障害福祉サービス費の対象です。このため、Ａの負担額を算定し、上限額から負担額を差し引いた額が支給されます。

　　　　この場合は、介護保険の利用料は高額介護サービス費による償還後の負担額に基づいた合算します。

　　　　このことからＡの負担額は、26,040円（介護保険）と37,200円（障害福祉サービス）の合算額63,240円となります。この負担額を37,200円となるように、高額障害福祉サービス費を支給します。

　　　　　高額障害福祉サービス費＝63,240円－37,200円＝26,040円となります。

＜具体例２＞
一般２世帯で、同一世帯に障害福祉サービスと介護保険を利用するＡ、介護保険のみ利用するＢ及び障害児施設支援を利用するＣがいる場合。

	一般２の世帯の場合
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ

	介護保険の利用者負担
	３５，０００円

　⇒２６，０４０円

※高額介護サービス費による償還後負担額
	１５，０００円

　⇒１１，１６０円

※高額介護サービス費による償還後負担額
	

	障害福祉サービス費の利用者負担
	３７，２００円
	
	

	障害児施設給付費の利用者負担額
	
	
	３７，２００円

	高額障害福祉サービス費の利用者負担
	２３，４２２円
	（介護保険のみのため合算対象外）
	１３，７７８円



　　○　具体的な計算方法

　　　　Ｂは介護保険のみ利用しているため、高額障害福祉サービス費の対象外です。

　　　　Ａは、障害福祉サービスと介護保険サービスの双方を利用しているため、高額障害福祉サービス費の対象です。また、Ｃは障害児施設給付費の対象です。このため、ＡとＣの負担額を合算し、上限額から負担額を差し引いた額が支給されます。合算額は、100,440円です。

　　　　この場合は、介護保険の利用料は高額介護サービス費による償還後の負担額に基づいた合算します。

　　　　なお、ＡとＣのそれぞれの高額障害福祉サービス費は、負担額総額の割合で按分する取扱となっています（次の例のとおり）。

　　　　Ａ：（100,440円―37,200円）×（26,040円＋37,200円）／100,400円＝39,818円

　　　　Ｃ：（100,440円―37,200円）×37,200／100,400円＝23,422円

　※　高額障害福祉サービス費の算定に当たっては、上記のほか、障害児施設と障害福祉サービスの双方を利用している世帯がある場合等の算定方法があります。このテキストでは、一般的な事例の説明に止めますので、該当事案がある場合には、「障害福祉サービス・障害児施設支援の利用者負担認定の手引き（平成22年４月版）」を参照するほか、支給決定市町村にお問い合わせ願います。

　(4)　就労継続支援Ａ型事業における利用者負担減免について
　　　　他の障害福祉サービスと同様に、就労継続支援Ａ型事業においても利用者負担が発生します。しかし、事業者と利用者との間で雇用関係が結ばれており、事業者から賃金が支払われる特別な関係にあります。加えて、障害者雇用納付金制度において障害者雇用率を超えて障がい者を雇用する場合には、障害者雇用調整金の支給を受けることができます。

　　　　このことから、事業者の判断により、事業者の負担をもって利用料の減免を行うことが可能となっています。

　　　①　対象者

　　　　　就労継続支援Ａ型事業の利用者のうち、雇用関係にある者のみ。

　　　②　実施手続

　　　　　広域振興局等の保健福祉環境部に対し、利用者負担減免措置実施の届出を行います。なお、休止及び廃止する場合も同様です。

　　　③　注意点

　　　　　利用者負担減免措置は、雇用関係のある者全員を対象とする必要がありますので、利用者間で取り扱いの差異を設けることは認められておりません。

　※　利用者負担上限額管理に関しては、『指定基準の部』において解説しています。
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高額障害福祉サービス費


（74,400円－37,200円）


×37,200円／74,400円=18,600円








高額障害福祉サービス費


（74,400円－37,200円）


×37,200円／74,400円=18,600円











・障害福祉サービス等の負担額


３７，２００円





・障害福祉サービス等の負担額


３７，２００円





Ａ





Ｂ





一般２





一般２








≪算定事例≫


障害者支援施設に入所しており、日中は就労移行支援事業を利用している、低所得の利用者（41歳）がいます。本人は工賃が年額331,250円（月額27,604円）であり、年金収入は障害基礎年金２級を受給し、月額66,008円でした。その他の収入は特にありませんが、必要経費は年額23,000円でした。


この場合の補足給付額はどのようになるのですか。


【計算例】


・認定月収額は、66,008円＋27,604円－1,916円（23,000円／12ヶ月）＝91,696円です。


・就労収入控除額は、24,000円＋（27,604円－24,000円）×30％＝25,081円です。


　　この結果、認定月収額91,696円－就労収入控除額25,081円＝66,615円≦66,667円であることから、認定月収額から就労収入控除額を控除して得た額が66,667円以下の場合の算定式によります。


・負担限度額＝認定月収額（91,696円）－就労控除収入額（25,081円）－その他生活費（25,000円）


　　＝41,615円です。


・補足給付額（月額）は、58,000円－負担限度額（41,615円）＝16,385円です。


　この結果、補足給付額（日額）は、16,385円÷30.4＝539円（１円未満切上げ）となります。














(1)　既に当初の一次判定の結果で勘案された心身の状況 


①　認定調査の調査結果と一致する特記事項の内容


特記事項の内容が認定調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合は、その内容に基づいて一次判定の結果の変更を行うことはできない。 


②　認定調査結果と一致する医師意見書の内容 


医師意見書の内容が認定調査の調査結果と一致し、特に新たな状況が明らかになっていない場合は、その内容に基づいて一次判定の結果の変更を行うことはできない。





(2)　根拠のない変更 


①　特記事項又は医師意見書に基づかない審査対象者の状況 


特記事項又は医師意見書に特に記載されていない状況を理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。





(3)　介護に要する時間とは直接的に関係しない事項 


①　年齢 


審査対象者の年齢を理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。 


②　行為に要する時間 


ある行為について時間がかかっていることを理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。ただし、その行為に関し、特記事項又は医師意見書に記載されている内容に基づき、実際に受けている支援の具体的内容から心身の状況を判断すると、介護に要する時間が延長又は短縮していると判断される場合は変更を行うことができる。





(4)　心身の状況以外の状況 


　　障害程度区分は、障害者の心身の状態を総合的に表す区分（法第４条第４項）であり、その判定に当たっては、下記の①～④のような心身の状況以外の状況については、考慮事項とはならない。なお、これらの事項は、障害程度区分認定後、支給決定の段階において、障害程度区分とともに、サービス量等について検討する際に勘案されることとなる。


①　施設入所・在宅の別、住宅環境、家族介護者の有無


施設入所しているか又は在宅であるか、審査対象者の住宅環境、家族介護者の有無を理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。


ただし、特記事項又は医師意見書に記載されている内容に基づき、居住環境や介護者の状況の変化に伴い本人の心身の状況に大きな変化が生じることが予測され、介護に要する時間が延長又は短縮すると判断される場合は変更を行うことができる。


②　抽象的な介護の必要性 


特記事項又は医師意見書に、「介護の必要性が高い」等の抽象的な介護の必要性に関する記載のみがあり、具体的な状況に関する記載がない場合は、その内容を理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。


③　審査対象者の希望 


特記事項又は医師意見書に、「本人は介護給付を希望している」等の記載があることを理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。 


④　現に受けているサービス 


特記事項又は医師意見書に、「現に介護サービスを受けている」等の記載があることを理由として一次判定の結果の変更を行うことはできない。





委託





指定





⑦介護給付費等の支払











⑥介護給付費等の支払請求





⑤　利用者負担の支払い





④　サービス提供





③　契約





国保連





障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業所・施設の運営に係る





基本テキスト





本テキストは、主に下記通知・事務処理要領等を基に作成していますので、詳細を御確認願います。


・「介護給付費等の支給決定について」（平成19年３月23日障発0323002号厚生労働省社会・援護局障害保険福祉部長通知。最終改正平成21年４月10日障発0410008号）


・「平成21年10月からの介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）」（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）


・「障害福祉サービス・障害児施設支援の利用者負担認定の手引き（平成22年４月版）」（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）
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ＡとＣの負担額が合わせて３７，２００円となるように、高額障害福祉サービス費等を支給する（Ａ：39,818円、Ｃ：23,422円）





Ａの負担額が、３７，２００円となるように、高額障害福祉サービス費を２６，０４０円支給する





②支給決定





①介護給付費等の支給申請





県





指定事業者・施設





利用者





市町村





【代理受領方式】


　・障害福祉サービス制度においては、支給決定を受けた障がい者が、市町村から介護給付費等の支給を受け、それに利用者負担額を加えた合計額を、サービスを提供した事業者・施設に支払うこととされています。


　・ただし、実際は、介護給付費等は市町村が支給決定を受けた障がい者に代わって、サービス提供事業者・施設に支払い、支給決定を受けた障がい者は利用者負担額だけをサービス提供事業者・施設に支払います。


　・なお、代理受領ののち、サービス提供事業者・施設は、支給決定を受けた障がい者に対し、介護給付費等の額を通知することとなっています。








